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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載 

  しておりません。 

２ 売上高等の金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権等潜在株式がないため、記載し

ておりません。 

回次 
第42期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第41期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円） 25,088 99,417 

経常利益（百万円） 1,537 4,134 

四半期（当期）純利益（百万円） 606 1,562 

純資産額（百万円） 30,307 29,807 

総資産額（百万円） 105,409 90,397 

１株当たり純資産額（円） 832.26 818.49 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
16.65 42.90 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
― ― 

自己資本比率（％） 28.8 33.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
1,909 655 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△279 △507 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△492 △911 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
2,998 1,860 

従業員数（人） 1,221 1,188 



２【事業の内容】 

当第１四半期連結会計期間において、当企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係

会社の異動については、３「関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

 （新設分割会社） 

当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  

 （消滅会社） 

㈱レクノスとの吸収合併により以下の関係会社が消滅しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割合
又は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社） 

㈱レクノス西日本 

  
  
神戸市中央区 

20 建設機械の賃貸 
（所有） 

100.00 

① 役員の兼任等 

当社役員兼任１名 

当社従業員出向１名 

当社従業員兼任１名 

② 資金援助あり 

③ 営業上の取引 

当社は同社が取扱う建

設機械を同社に賃貸し

ております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割合
又は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社） 

㈱レンタルシステム千葉 

  
  
千葉市稲毛区 

60 建設機械の賃貸 
（所有） 

100.00 

関東周辺部における建

設機械の賃貸 

（連結子会社） 

㈱レンタルシステム水戸 

  
  
茨城県 
つくば市 

10 建設機械の賃貸 
（所有） 

100.00 

関東周辺部における建

設機械の賃貸 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

平成20年６月30日現在

従業員数（名） 1,221 

平成20年６月30日現在

従業員数（名） 754 



第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

ａ 製作加工及び修理実績 

 当第１四半期連結会計期間の製作加工及び修理実績を販売価格により示せば次のとおりであります。 

 なお、「生産、受注及び販売の状況」に記載の金額には消費税等は含まれておりません。 

ｂ 工事施工実績 

 当第１四半期連結会計期間の工事施工実績を販売価格により示せば次のとおりであります。 

(2）受注状況 

 受注生産を行っているスチールセグメント、Ｈ形支保工、その他鋼製加工製品について当第１四半期連結会計期

間の受注状況は以下のとおりであります。 

(3）取引形態別売上実績 

 当第１四半期連結会計期間の取引形態別売上実績を販売価格により示せば次のとおりであります。なお、当第１

四半期連結会計期間において総売上高に対する売上実績の割合が100分の10以上の売上先はありません。 

区分 金額（百万円） 

製作・加工 

建設仮設材 251 

製品 1,915 

小計 2,166 

修理 建設仮設材 498 

合計 2,663 

区分 金額（百万円） 

杭打抜工事、山留架設工事等 3,375 

区分 
受注高 

（百万円） 
受注残高 
（百万円） 

       製品 2,762 4,108 

区分 金額（百万円） 

販売 14,444 

賃貸 5,115 

工事 3,375 

修理等 2,153 

合計 25,088 



２【経営上の重要な契約等】 

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】 

   文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業集団が判断したものであります。 

（１）業績の状況 

①業績 

 当第１四半期における建設業界は、改正建築基準法の影響は沈静化してきているものの、公共投資の縮減傾向が続

いたほか、原材料価格の上昇圧力も強まるなど、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

  このような経営環境のもとで当企業集団は、グループ企業間の連携を強化し、収益力の改善に努めてまいりまし

た。その結果、当第１四半期における連結売上高は、厳しい経営環境下において25,088百万円となりました。また、

利益面におきましては、鋼材市況価格の高騰に伴い、販売品の利益率が上昇したことにより、経常利益で1,537百万

円、四半期純利益では606百万円となりました。 

②財政状態の分析 

  （資産の部） 

   当第１四半期連結会計期間における資産の部は、前連結会計年度末と比較して15,012百万円（16.6％）増加 

  し、105,409百万円となりました。これは、ファイナンス・リース取引により調達した賃貸用建設機械等を四半 

  期連結貸借対照表上に13,808百万円計上したことによるものであり、「リース取引に関する会計基準」（企業会 

  計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））を適用し、賃貸借取 

  引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る会計処理へと変更したことに伴うものであります。 

  （負債の部） 

   当第１四半期連結会計期間における負債の部についても、資産の部と同様に、「リース取引に関する会計基 

  準」の適用に伴い、リース債務を四半期連結貸借対照表上に15,673百万円計上したことにより、14,512百万円 

  増加（24.0％）の75,102百万円となりました。 

  （純資産の部） 

   当第１四半期連結会計期間における純資産の部は、前連結会計年度末と比較して、500百万円増加の30,307百 

  万円となりました。これは主に、剰余金の配当が255百万円（1株あたり7円）となった一方、四半期純利益とし 

  て606百万円を計上したことによるものであります。また、自己資本比率についても、「リース取引に関する会 

  計基準」の適用に伴い資産及び負債が大幅に増加したことにより、4.2％減少の28.8％となりました。 

③経営成績の分析 

    当第１四半期連結会計期間における売上高は25,088百万円となりました。取引形態別売上実績については、第 

  ２「事業の状況」 １「生産、受注及び販売の状況」（3）取引形態別売上実績に記載のとおりであります。利 

  益面については、鋼材市況価格高騰に伴い販売品の利益率が上昇したことにより、経常利益率が6.1％（前連結 

  会計年度4.2％）と大幅に上昇し、経常利益については、1,537百万円となりました。また、特別損失として、リ 

  ース会計基準の適用に伴う影響額を299百万円計上したことにより、税金費用632百万円を控除した四半期純利益 

  については、606百万円となりました。 

（２）キャッシュ・フローの状況 

   当第１四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末と比べ1,138 

  百万円増加（61.2％）し、2,998百万円となりました。 

   なお、各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,909百万円となりました。これ 

  は主に、税金等調整前四半期純利益を1,238百万円確保し、売上債権の減少額が1,346百万円となった一方で、法 

    人税等の支払額が1,046百万円となったことによるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー) 

   当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは△279百万円となりました。これは 

  主に、有形固定資産の取得による支出が303百万円となったことによるものであります。 
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  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは△492百万円となりました。これは 

  主に、短期借入金が600百万円増加した一方で、ファイナンス・リース債務の返済による支出が836百万円となっ 

  たことによるものであります。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

   当第１四半期連結会計期間において、当企業集団が対処すべき課題について、重要な変更または新たに生じた 

  課題はありません。 

（４）研究開発活動 

   当第１四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
（１）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連

結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等

を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。これにより、所有権移転外ファイナンス・リース取引

により調達した賃貸用建設機械等のリース資産を四半期連結貸借対照表上の資産の部に13,808百万円計上しておりま

す。 

  

（２）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 97,500,000 

計 97,500,000 

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年８月８日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 36,436,125 36,436,125 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 36,436,125 36,436,125 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（千株） 

発行済株式 
総数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成20年４月１日～ 

平成20年６月30日  
― 36,436 ― 4,398 ― 4,596 



（６）【議決権の状況】 

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名

義の株式が、それぞれ6,900株（議決権69個）及び９株含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 （注）１ 上記「自己株式等」は、全て当社保有の自己株式であります。 

２ 平成20年６月30日現在の当社保有の自己株式数は20,369株であります。 

  

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

18,600 ― 
― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

36,332,100 363,321 
― 

単元未満株式 
普通株式 

85,425 ― 

１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 36,436,125 ― ― 

総株主の議決権 ― 363,321 ― 

平成20年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジェコス株式会社 
東京都中央区日本

橋小網町６番７号 
18,600 ― 18,600 0.05 

計 － 18,600 ― 18,600 0.05 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 

最高（円） 476 481 466 

最低（円） 435 431 431 



第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け

ております。 

  なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から

名称変更しております。  



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,002 1,867

受取手形及び売掛金 31,634 32,942

建設仮設材 24,988 25,238

商品 4,085 3,323

製品 516 560

原材料 1,040 595

仕掛品 282 126

その他 ※3  2,204 ※3  2,035

貸倒引当金 △459 △506

流動資産合計 67,292 66,182

固定資産   

有形固定資産   

賃貸用建設機械(純額） 995 1,026

建物及び構築物（純額） 4,023 3,589

土地 13,671 13,671

リース資産（純額） 13,808 －

その他（純額） 1,357 1,808

有形固定資産合計 ※1  33,853 ※1  20,094

無形固定資産   

無形固定資産合計 252 225

投資その他の資産   

投資有価証券 2,550 2,284

その他 2,368 2,839

貸倒引当金 △905 △1,227

投資その他の資産合計 4,013 3,896

固定資産合計 38,117 24,215

資産合計 105,409 90,397



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 33,296 35,114

短期借入金 17,450 16,850

リース債務 3,478 －

未払法人税等 727 1,040

賞与引当金 1,235 861

引当金 11 54

その他 3,085 2,748

流動負債合計 59,283 56,668

固定負債   

長期借入金 600 600

リース債務 12,194 －

再評価に係る繰延税金負債 2,210 2,210

引当金 620 718

長期リース資産減損勘定 － 182

その他 195 212

固定負債合計 15,819 3,922

負債合計 75,102 60,590

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,398 4,398

資本剰余金 4,596 4,596

利益剰余金 22,934 22,583

自己株式 △11 △10

株主資本合計 31,917 31,566

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 269 120

土地再評価差額金 △1,879 △1,879

評価・換算差額等合計 △1,610 △1,759

純資産合計 30,307 29,807

負債純資産合計 105,409 90,397



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 25,088

売上原価 20,256

売上総利益 4,832

販売費及び一般管理費 ※1  3,178

営業利益 1,654

営業外収益  

受取利息 2

受取配当金 0

持分法による投資利益 22

工場移設関係収益 42

その他 24

営業外収益合計 91

営業外費用  

支払利息 178

手形売却損 23

その他 6

営業外費用合計 208

経常利益 1,537

特別損失  

リース会計基準の適用に伴う影響額 299

特別損失合計 299

税金等調整前四半期純利益 1,238

法人税、住民税及び事業税 733

法人税等調整額 △101

法人税等合計 632

四半期純利益 606



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 1,238

減価償却費 1,123

リース会計基準の適用に伴う影響額 299

貸倒引当金の増減額（△は減少） △368

賞与引当金の増減額（△は減少） 374

退職給付引当金の増減額（△は減少） △91

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7

受取利息及び受取配当金 △2

支払利息 178

持分法による投資損益（△は益） △22

売上債権の増減額（△は増加） 1,346

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,118

仕入債務の増減額（△は減少） △465

その他 596

小計 3,080

利息及び配当金の受取額 26

利息の支払額 △151

法人税等の支払額 △1,046

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,909

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △303

有形固定資産の売却による収入 29

投資有価証券の取得による支出 △1

投資有価証券の売却による収入 5

その他 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー △279

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 600

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △836

自己株式の取得による支出 △1

配当金の支払額 △256

財務活動によるキャッシュ・フロー △492

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,138

現金及び現金同等物の期首残高 1,860

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,998



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

  子会社12社すべてを連結しておりま
す。平成20年４月１日付で、㈱レクノ
スを存続会社とする吸収合併により、
㈱レンタルシステム千葉及び㈱レンタ
ルシステム水戸は消滅しております。
また、同時に会社分割により㈱レクノ
ス西日本を新設しております。これに
より、連結子会社は、１社減少してお
ります。 

 



  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

２．会計処理基準に関する事

項の変更 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
  の変更 

 たな卸資産 
  建設仮設材については先入先出法に
よる原価から定額法により計算した減
耗費を控除する方法によっておりまし
たが、当第１四半期連結会計期間から
「棚卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準第９号 平成18年７月
５日）が適用されたことに伴い、先入
先出法による原価から定額法により計
算した減耗費を控除する方法（貸借対
照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）によっており
ます。その他のたな卸資産について
は、主として移動平均法による原価法
によっておりましたが、同会計基準が
適用されたことに伴い、主として移動
平均法による原価法（貸借対照表価額
については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）により算定しておりま
す。 

  これによる損益の影響額は僅少であ
ります。 

（２）リース取引に関する会計基準の適用

  所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、従来、賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によってお
りましたが、「リース取引に関する会
計基準」（企業会計基準第13号（平成
５年６月17日（企業会計審議会第一部
会）、平成19年３月30日改正））及び
「リース取引に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第16号
（平成６年１月18日（日本公認会計士
協会 会計制度委員会）、平成19年３
月30日改正））が平成20年４月１日以
後開始する連結会計年度に係る四半期
連結財務諸表から適用することができ
ることになったことに伴い、当第１四
半期連結会計期間からこれらの会計基
準等を適用し、通常の売買取引に係る
会計処理によっております。また、所
有権移転外ファイナンス・リース取引
に係るリース資産の減価償却の方法に
ついては、リース期間を耐用年数と
し、残存価額をリース契約上に残価保
証の取決めのあるものは当該残価保証
額、それ以外のものは零とする定額法
によっております。 

  これにより、四半期連結貸借対照表
については、有形固定資産が13,808百
万円、流動負債が3,478百万円、固定
負債が12,194百万円それぞれ増加して
おります。また、四半期連結損益計算
書については営業利益が95百万円増加
し、経常利益は20百万円減少しており
ます。これに加え、特別損失として
「リース会計基準の適用に伴う影響
額」を299百万円計上し、税金等調整
前四半期純利益は、319百万円減少し
ております。 



【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 該当事項はありません。 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１.一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められる

場合には、前連結会計年度末に算定した貸

倒実績率等の合理的な基準を使用して一般

債権の貸倒見積高を算定しております。 

２.棚卸資産の評価方法  当第1四半期連結会計期間末において

は、実地棚卸を省略しているため、前連結

会計年度末に係る実地棚卸高を基礎として

合理的な方法により算定しております。 



【追加情報】 

  

【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社及び連結子会社の機械装置については、従来、耐

用年数を10～15年としておりましたが、当第１四半期連

結会計期間から法人税法の改正を契機とし見直しを行

い、９～10年に変更しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益は、それぞれ16百万円減少しております。 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   27,311百万円 

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

                     68百万円 

※３ 手形売却未収入金 

 流動資産の「その他」には、手形債権流動化による留保

部分が894百万円含まれております。なお、これに対応す

る手形譲渡残高は4,410百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   17,073百万円 

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

                     108百万円 

※３ 手形売却未収入金 

 流動資産の「その他」には、手形債権流動化による留保

部分が932百万円含まれております。なお、これに対応す

る手形譲渡残高は4,663百万円であります。 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

  貸倒引当金繰入額             3百万円 

 給与諸手当              1,025 

 賞与引当金繰入額            278 

 退職給付費用              109 

 賃借料                 253 

 減価償却費               128 



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 36,436,125株  

２．自己株式の種類及び総数 

 普通株式 20,369株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額  

  

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

                （平成20年６月30日）

  

現金及び預金勘定     3,002百万円 

預入期間が３か月を

超える定期預金 
―）     5 

現金及び現金同等物     2,998百万円 

（決議） 株式の種類
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 255  利益剰余金  7円  

平成20年 

３月31日 

平成20年 

６月30日 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 四半期連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、建設工事用仮設鋼材の賃貸及び販売等を主たる事業内容と

し、建設機械、事務用機器等、各建設現場における関連商品群を取扱い、仮設工事の設計、施工等の役務提供と

一体となった総合的な営業活動を行っております。 

 これらの営業活動は、建設現場において仮設工事及びこれに関連して使用されるという取扱品目の性質並びに

エンドユーザーはすべて建設会社であるという市場等の類似性を考慮すると、単一の事業分野に属しているもの

と認識しており、事業分野が単一セグメントのため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】 

  本邦以外の国または地域に所在する支店または連結子会社はないため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しております。 

【海外売上高】 

  四半期連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高はないため、海外売上

高の記載を省略しております。 

（有価証券関係） 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して、著しい変動があり

ません。 

（デリバティブ取引関係） 

 該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 



（企業結合等関係） 

当第１四半期連結会計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

共通支配下の取引等 

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

取引の概要 

（1）対象となった事業の名称及びその事業の内容 

連結子会社である株式会社レクノス、株式会社レクノス西日本における建設機械の賃貸事業 

（2）企業結合の法的形式 

   ①合併 

株式会社レクノスを存続会社とし、株式会社レンタルシステム千葉及び株式会社レンタルシステム水戸を消

滅会社とする吸収合併方式であります。 

  ②分割 

連結子会社である株式会社レクノスを分割会社とし、新設する株式会社レクノス西日本を承継会社とする新

設分割であります。 

（3）結合後企業の名称 

株式会社レクノス（当社の連結子会社）、株式会社レクノス西日本（当社の連結子会社） 

（4）取引の目的を含む取引の概要 

連結子会社である株式会社レクノス、株式会社レンタルシステム千葉、株式会社レンタルシステム水戸の３

社を合併することにより、経営の一貫体制の推進と集中管理による賃貸資産の効率的な運用を行い、経営効率

を高め、競争力と収益力の強化を図ることにいたしました。 

 また、同時に会社分割により株式会社レクノス西日本を新設し、関西及び中四国における地域特性を重視し

た経営判断を迅速に行うことにより、収益の拡大を図ることにいたしました。  

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通支配下の

取引として処理しております。 



（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

 該当事項はありません。 

２【その他】 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 832.26円 １株当たり純資産額 818.49円

項目 
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額              16.65 円 

１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎 

四半期純利益   606百万円 

普通株主に帰属 

しない金額 
  ― 

普通株式に係る 

四半期純利益 
  606百万円 

期中平均株式数 36,416千株 

潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額 

新株予約権等潜在株式がないため記載して

おりません。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 



  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年８月８日

ジェコス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 氏原 修一  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中島 康晴  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中村 裕輔  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェコス株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェコス株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当四半期連結会計

期間よりリース取引に関する会計基準を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年８月８日 

【会社名】 ジェコス株式会社 

【英訳名】 GECOSS CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 岩本 宣彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋小網町６番７号 

【縦覧に供する場所】  株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

ジェコス株式会社 大阪営業本部 

（大阪市福島区福島七丁目20番１号） 

ジェコス株式会社 北関東支店 

（さいたま市大宮区高鼻町一丁目40番地） 

ジェコス株式会社 千葉支店 

（千葉市稲毛区長沼町350番地） 

ジェコス株式会社 横浜支店 

（横浜市中区尾上町四丁目57番地） 

ジェコス株式会社 名古屋支店 

（名古屋市中村区那古野一丁目47番１号） 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 
 当社代表取締役 岩本 宣彦は、当社の第42期第１四半期（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

２【特記事項】 
 特記すべき事項はありません。 
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